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(57) 要約： 導電性の芯部 とこの芯部 の周 面 を被覆 す る非導電性の被覆部 とを備 える用毛が植設 され たへ ッ
ド部 と、 このヘ ッ ド部 に延設 され たハ ン ドル部 とを備 え、 この芯部 は電源 に接続 され 、 この用毛の先端 に
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て形成 され ている口腔 内用イオ ンブラシ。



明 細 書

発明の名称 ：口腔 内用イオ ンブラシ

技術分野

[0001 ] 本発明は、 口腔 内用イオ ンブラシに関する。

本願 は、 2 0 1 1 年 1 2 月 6 日に、 日本 に出願 された特願 2 0 1 1 _ 2 6 6

8 5 号 に基づ き優先権 を主張 し、 その内容 をここに援用する。

背景技術

[0002] 歯周病の原因 となる歯垢 はマイナスに帯電 してお り、 カルシウムイオ ン （

C a 2 + ) を介 して、マイナスに帯電 した歯面 と電気的な力で架橋 して歯面 に

付着 している。 そこで、歯垢 を歯面か ら除去する方法 と して、電子を供給 し

てカルシウムイオ ンを電気的に中和することによ り歯面への歯垢の付着力を

低下させ、 プラッシングする方法が適用されることがある。 また、 この方法

では、歯周病菌 に対する有効成分 と してイオ ン化する殺菌成分 を用い、 その

殺菌成分 を電気泳動の原理 を利用 して口腔 内に浸透 させることもで きる。

上記歯垢除去方法では、通常、電子を口腔 内に供給で きるイオ ンブラシが

用い られる。

イオ ンブラシと しては、非導電性の用毛が植毛されたヘ ッ ド部 と、ヘ ッ ド

部 に延設 されたハ ン ドル 部 とを備 え、ハ ン ドル 部の、使用者の手が接触する

部分およびヘ ッ ド部近傍 に、露出する電極 が設 け られ、両電極 に電池が接続

されるイオ ンブラシが提案 されている （特許文献 1 ) 。

また、非導電性の用毛および導電性の用毛が植毛されたへ ッ ド部 と、へ ッ

ド部 に延設 されたハ ン ドル部 とを備 え、ハ ン ドル部の使用者の手が接触する

部分 に電極 が設 け られ、用毛の基端 に接触するように導電体が設 け られ、電

極 と導電体 に電池が接続 されるイオ ンブラシが提案 されている （特許文献 2

)

しか しなが ら、特許文献 1 ， 2 に記載のイオ ンブラシはいずれも、唾液 を

介 して口腔 内に電流 を流すイオ ンブラシである。 そのため、 目標部位以外の



部位にも電流が流れて しまい、電気の使用効率が低かった。また、イオン化

可能な有効成分を用いる場合には、目標部位以外の部位にも電流が流れるこ

とによって、目標部位以外の部位にも有効成分が浸透するため、有効成分の

利用効率が低かった。

[0003] また、ブラシ製品として、導電性繊維のフィラメン トをヘッド部に植毛 し

たブラシ製品が開示されている （特許文献 3 ) 。このブラシ製品をイオンプ

ラシとして使用 した場合にも、目標部位以外に電流が流れるため、電気の使

用効率が低 くなる傾向にあった。

先行技術文献

特許文献
[0004] 特許文献1 ：特開平 6 _ 8 9 9 6 号公報

特許文献2 ：特開平 9 — 1 4 0 4 5 3 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 9 _ 1 7 4 0 8 9 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] 本発明は、電気の使用効率が高い口腔内用イオンブラシを提供することを

目的とする。

課題を解決するための手段

[0006] 本発明は以下の態様を有する。

本発明の口腔内用イオンブラシは、導電性の芯部と前記芯部の周面を被覆

する非導電性の被覆部とを備える用毛が植設されたへッド部と、前記へッド

部に延設されたハ ン ドル部とを備え、前記芯部は電源に接続されており、前

記用毛の先端には、前記芯部が露出した第 1電極が形成されており、前記ハ

ン ドル部には、電源に接続された第 2 電極が露出して形成されていることを

特徴とする。

発明の効果

[0007] 本発明の口腔内用イオンブラシは、電気の使用効率が高い。また、イオン



化可能な有効成分を用いる場合には、口腔内の目標部位に効率的に浸透させ

ることができる。

図面の簡単な説明

[0008] [ 図1] 本発明の口腔内用イオンブラシの一実施形態を示す上面図である。

[ 図2]本発明の口腔内用イオンブラシの一実施形態を示す断面図である。

[ 図3] 図 1 の口腔内用イオンブラシを構成するフイラメン 卜を示す斜視図であ

る。

[ 図4] 図 3 の I _ に 断面図である。

[ 図5]本発明の口腔内用イオンブラシの一実施形態における用毛の毛先方向か

らみた図である。

[ 図6] 本発明の口腔内用イオンブラシの他の実施形態における用毛の斜視図で

ある。

[ 図7]本発明の口腔内用イオンブラシの他の実施形態における用毛の断面図で

ある。

発明を実施するための形態

[0009] 本発明の口腔内用イオンブラシの一実施形態について説明する。

図 1 および図 2 に、本発明の一実施形態である口腔内用イオンブラシを示

す。本発明の一実施形態である口腔内用イオンブラシ 1 は、歯ブラシ型であ

り、へッド部 1 0 と、へッド部 1 0 に延設された長尺状のハン ドル部 2 0 と

を備える。

[001 0] (へッド部）

へッド部 1 0 は、樹脂製のへッド部本体 1 1 と、へッド部本体 1 1 の内部

に設けられた導電体 1 2 と、へッド部本体 1 1 の植毛面 1 1 a に植毛された

複数の毛束 1 3 とを有する。

[001 1] ヘッド部本体 1 1 の材質としては、ポリプロピレン樹脂 （P P ) 、ポリア

セタール樹脂 （P O M ) 、ポリスチレン樹脂 （P S ) 、飽和ポリエステル樹

月旨 （P C T A 、 P C T G ) 、ポリエチレンテレフタレ一 卜樹脂 （P E T ) 、

ァクリロ二 トリリレ プタジェン スチレン樹脂 （A B S ) 、ポリアリレー 卜



樹脂、 ポ リ力一ボネ一 卜樹脂、 アク リロニ トリル スチ レン樹脂 （A S ) 等

が挙 げ られ る。へ ッ ド部本体 1 1 の材質 と しては、 1 種類 の樹脂 を単独 で使

用 して もよい し、 2 種類以上 の樹脂 を併 用 して もよい。

[001 2] 本 実施形態 における導 電体 1 2 は、 口腔 内用 イオ ンブラシ 1 の長手方 向 に

沿 って、ヘ ッ ド部本体 1 1 の基端 か ら先端近傍 まで設 け られた導 電体 であ り

、導 電性材料 によ り構成 されている。

導 電体 1 2 を構成 す る導 電性材料 と しては特 に限定 されず、例 えば、 白金

、金、銅、 ス テ ン レス、 炭素材料等 を採用す る ことがで きる。

こ こで 、 「ヘ ッ ド部本体 1 1 」 とは、 毛束 が植設 されたヘ ッ ド部 か らハ ン ド

ル 部 の境界部 まで を意味す る。 また、 「ヘ ッ ド部本体 1 1 の基端 」 とはへ ッ

ド部本体 1 1 とハ ン ドル 部 の境界部 を意味す る。

へ ッ ド部本体 1 1 の 「先端近傍 」 とは、へ ッ ド部 に植設 された毛束 のへ ッ ド

部 における先端側 を意味す る。

[001 3] 本 実施形態 における毛束 1 3 は、植 毛面 1 1 a に略格 子状 の配列で植 毛 さ

れてお り、 毛先 とは反対側 の基端部 が導 電体 1 2 に固定 されている。

毛束 1 3 は複数本 の用毛 1 3 a を束ねて構成 され る。本実施形態 における

用毛 1 3 a は、 図 3 お よび図 4 に示 す よ うに、 断面形状 が円形 で、端面 1 3

b が単一平面 とされたス トレー ト毛であ る。 用毛 1 3 a の端面 1 3 b が単一

平面 であ る場合 には、歯面 の洗浄 に適 している。

また、本実施形態 における用毛 1 3 a は、 その中心 に配置 された 1 本 の円

柱状 の導 電性 の芯部 1 3 c と、芯部 1 3 c の周面 に、芯部 1 3 c と同心 円状

に設 け られた非導 電性 の被覆部 1 3 d とを備 えた芯鞘構造 の用毛のであ る。

図 5 に示 す よ うに、 用毛 1 3 a の先端 （即 ち、 毛先）の端面 1 3 b において

は、芯部 1 3 c が露 出 してお り、芯部 1 3 c の露 出によ つて 口腔 内側 の電極

(第 1 電極 ）が形成 されている。 すなわち、本発 明 における第 1 電極 は、 用

毛の毛先 において、 用毛の非導 電性 の被覆部 か ら露 出 した導 電性 の芯部 によ

つて構成 されている。 用毛 1 3 a は、芯部 1 3 c が導 電体 1 2 に電気的 に

接続 され るよ うに固定 されている。 用毛 1 3 a の導 電体 1 2 へ の固定方法



と しては、溶着 または接着 を適用することがで きる。

[0014] 芯部 1 3 c は、導電性物質を含有することによって構成 されている。本発

明における 「導電性」 とは、体積抵抗率が 1 . 0 X Ο Ω c m 以下の こと

であ り、好 ま しくは 1 . 0 X 1 0 4 Ω c m以下、 よ り好 ま しくは 1 . 0 X 1

0 Ω - c m以下の ことである。 導電性物質 と しては、例 えば、金、銀等の

金属 ；酸化チタン、酸化亜鉛等の金属酸化物 ；カーボ ンブラック等の炭素材

料が挙 げ られる。 これ らの中でも、 口腔 内で使用される点および安定性の点

か ら、炭素材料が好 ま しく、 力一ボ ンブラックがよ り好 ま しい。

上記導電性物質は、 1 種類の導電性物質を単独で使用 してもよい し、 2 種

類以上の導電性物質を適宜組み合わせて使用 してもよい。

導電性物質の形状 と しては、粉末、粒状等、バインダ樹脂 に均一に練 り込む

ことがで きる形状であればよい。 また、芯部 1 3 c においては、導電性物

質の他 にバインダ樹脂 を含有することが好 ま しい。バインダ樹脂 と しては、

例 えば、ポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜 （P E T ) 、 ポ リプチ レンテ レフタ レ

— 卜 （P B T ) 、 ポ リ 卜リメチ レンテ レフタ レ一 卜 （P T T ) 等のポ リエス

テ ル ；ナ イ ロ ン 6 、 ナ イ ロ ン 6 6 、 ナ イ ロ ン 6 — 1 0 、 ナ イ ロ ン 6 — 1 2 、

ナイロン 1 2 等のポ リアミ ド ；ポ リエチ レン、ポ リプロピレン等のポ リオ レ

フィン ；ポ リフッ化 ビニ リデ ン等のポ リハ ロゲ ン化 ビニル等が挙 げ られる。

芯部 1 3 c がバインダ樹脂 を含有する場合、芯部 1 3 c を構成する全構成

成分の合計量 に対 して、導電性物質の含有量は 1 0 ~ 6 0 質量％であること

が好 ま しく、 2 0 ~ 5 0 質量％であることがよ り好 ま しい。導電性物質の含

有量が前記下限値以上であれば、充分な導電性 を得 ることがで き、前記上限

値以下であれば、充分な強度 を確保で きる。

[001 5] 被覆部 1 3 d は、芯部 1 3 c の周面 を被覆 して用毛 1 3 a の周面 を絶縁化

する部位であ り、非導電性物質によって構成 されている。本発明における 「

非導電性」 とは、体積抵抗率が 1 . 0 x l 0 i 2 ' c m以上の ことであ り、

好 ま しくは 1 0 X 1 0 1 4 Ω c m以上、 よ り好 ま しくは 1 0 X 1 0 1 5 Ω

c m以上の ことである。



非導 電性物 質 と しては、非導 電性 の熱可塑性樹脂 を使 用す る ことがで きる。

非導 電性 の熱可塑性樹脂 と しては特 に限定 されず、例 えば、上記バ イ ンダ樹

脂 と同様 の樹脂 を使 用す る ことがで きる。 また、バ イ ンダ樹脂 と同一であ つ

て もよい し、異 な って もよい。

被覆部 1 3 d の厚 み は、 5 m 以上 が好 ま しい。被覆部 1 3 d の厚 みが 5

m 未満 の場合、均一 に紡糸す る ことがで きず、層 の強度 が確保 で きない。

被覆部 1 3 d の厚 みが 5 m 以上 であれ ば、 充分 な絶縁性 を確保 で きる。

なお、 ここでい う 「被覆部 1 3 d の厚 み」 とは、例 えば、 図 4 に示 した断面

図 において用毛の最外層 （被覆部 1 3 d の最外部 ）か ら用毛 中心部 を結 んだ

線 の うち、最外部 か ら被覆部 1 3 と芯部 1 3 c との境界面 までの距離 を意

味す る。

また、被覆部 1 3 d の厚 み は、 用毛の断面 を拡 大投影機 やマイ クロス コー プ

等 を用 いて拡 大 し、計測 す る ことがで きる。

[001 6] 用 毛 1 3 a の断面 における芯部 1 3 c と被覆部 1 3 d の面積 の比率 （芯部

1 3 c の断面積 / 被覆部 1 3 d の断面積 ） は、 2 0 / 8 0 ~ 7 0 / 3 0 であ

る ことが好 ま しく、 3 0 / 7 0 ~ 6 0 / 4 0 であ る ことが よ り好 ま しい。 用

毛 1 3 a の断面 における芯部 1 3 c の面積 の比率 が大 きす ぎる と、 第 1 電極

以外 において芯部 1 3 c を被覆部 1 3 d によ り絶縁 で きない ことがあ り、 用

毛 1 3 a の断面 における被覆部 1 3 d の面積 の比率 が大 きす ぎる と、芯部 1

3 c に電流 を充分 に流 す ことがで きない ことがあ る。

[001 7] 用 毛 1 3 a の太 さは、 3 ~ 1 0 m i I ( 0 . 0 7 6 0 . 2 5 4 m m ) が

好 ま しく、 5 ~ 8 m i l ( 0 . 5 ~ 0 . 2 0 3 m m ) が よ り好 ま しい。

用毛 1 3 a の太 さが前記下限値以上 であれ ば、 自立性 が向上 して清掃性 が よ

り高 くな り、前記上 限値以下であれ ば、 毛束 1 3 の毛腰 が適度 にな り、 当た

り心地 が よ り良好 にな る。

また、 用毛 1 3 a は、複数本 の用毛全 てが同 じ太 さであ って もよい し、使

用性、刷掃感、清掃効果、耐 久性等 を考 慮 して、 2 種以上 の異 な る太 さの用

毛 1 3 a が組み合わ されて もよい。



2 種 以上 の異 な る太 さの用毛が組み合わ され る例 と しては、例 えば、歯 ブラ

シへ ッ ド部 の先端側 に 8 m i I の用毛 を用 い、歯 ブラシへ ッ ド部 の他 の部位

に 7 m i I の用毛 を用 いる組み合わせが挙 げ られ る。 これ によ り、奥歯 の汚

れ に対 す る搔 き取 り力 を上 げる ことがで きる。 また、歯 ブラシヘ ッ ド部 の外

周部 に 6 m i I の用毛 を用 い、歯 ブラシへ ッ ド部 の中央部 に 7 m i I の用毛

を用 いる組み合わせが挙 げ られ る。 これ によ り、歯 ぐきへ の当た りを柔 らか

くす る ことがで きる。

[001 8] 用 毛 1 3 a の製造方法 と しては、共押 出成形機 を用 いた溶融紡糸 によ って

製造 す る方法 が挙 げ られ る。具体 的 には、 第 1 押 出機 によ って芯部 1 3 c 形

成 用の樹脂 を溶融 し、 第 2 押 出機 によ って被覆部 1 3 d 用 の樹脂 を溶融 し、

ダイか ら芯部 1 3 c 形成 用の樹脂 と被覆部 1 3 d 形成 用樹脂 とを同時 に吐出

した後、延伸 す る ことによ り、 用毛 1 3 a を製造 す る ことがで きる。

[001 9] (ハ ン ドル部 )

ハ ン ドル部 2 0 は、 円筒状 のハ ン ドル部本体 2 1 と、ハ ン ドル部本体 2

の基端側 の周面 の一部 に露 出 して設 け られた第 2 電極 2 2 とを有 す る。

ここで、 「ハ ン ドル部本体 2 の基端 」 とは、へ ッ ド部本体 との接続部 とは

反対側 の端 を意味す る。

また、ハ ン ドル部本体 2 1 の 内部 には、 電源 であ る電池 A を収容可能 な空

洞 が形成 され、 さ らに、 電池 A の一方 の極 が接触 す る第 1 端 子 2 3 と、 電池

A の他方 の極 が接触 す る第 2 端 子 2 4 と、配線 2 5 とが内蔵 されている。 第

1 端 子 2 3 は、配線 2 5 を介 して第 2 電極 2 2 に接続 され、 第 2 端 子 2 4 は

導 電体 1 2 と接続 されている。即 ち、芯部 1 3 c は導 電体 1 2 及び第 2 端 子

を介 して電源 に接続 されている。 ハ ン ドル部本体 2 の材質 と しては、へ

ッ ド部本体 1 1 を構成 す る樹脂 と同様 の樹脂 を使 用す る ことがで きる。 また

、ハ ン ドル部本体 2 1 は、把持性 を向上 させ るため、例 えばエ ラス トマ一等

の柔軟 な樹脂 が部分 的 に被覆 されていて もよい。

第 2 電極 2 2 、 第 1 端 子 2 3 お よび第 2 端 子 2 4 の材質 と しては、ヘ ッ ド

部 1 0 の 内部 に設 け られた導 電体 1 2 を構成 す る材料 と同様 の材料 を使 用す



ることがで きる。

電源 と しては、一次電池や二次電池 を使用することがで き、供給電圧 と して

1 . 5 V ~ 1 2 V 程度あればよい。

[0020] (製造方法）

本実施形態 における口腔 内用イオ ンブラシ 1 の製造方法 と しては特 に制限

されず、例 えば、以下の （a ) および （b ) の方法が挙 げ られる。

( a ) 束ねた用毛 1 3 a を所定の植毛本数、毛束形状、 および毛先形状 に整

えた後、毛先 とは反対側の基端部 を熱等の手段で溶融 し、 それによ り形成 し

た溶融塊 を導電体 1 2 に接触 させて溶着 させると共 に成形金型のキヤビテ ィ

内に固定する。次いで、 インモ一ル ド法 によ りへ ッ ド部本体 1 1 とハ ン ドル

部本体 2 1 とを成形 し、 その後、第 2 電極 2 2 、第 1 端子 2 3 および第 2 端

子 2 4 を取 り付 ける。

( b ) 複数本の用毛 1 3 a を束ねた毛束 1 3 を保持する毛束保持孔 を設 けた

金型のキヤビテ ィに毛束 1 3 を挿入 し、毛束 1 3 の基端部 を熱等の手段で溶

融 して溶融塊 を形成する。次いで、溶融塊が露出 した状態で金型内に樹脂 を

充填 して、毛束 1 3 が植毛された植毛部 カセ ッ 卜を形成する。次いで、植毛

部 カセ ッ トとは別 に、導電体 1 2 が取 り付 け られたへ ッ ド部本体 1 1 および

ハ ン ドル部本体 2 を作製する。次いで、導電体 1 2 に植毛部 カセ ッ 卜の溶

融塊 を接触 させ、固定 した後、超音波溶着、高周波溶着、 レーザー溶着等の

溶着手段 によ り溶着する。 その後、第 2 電極 2 2 、第 1 端子 2 3 および第 2

端子 2 4 を取 り付 ける。

[0021 ] (使用方法）

口腔 内用イオ ンブラシ 1 の使用方法の一例 について説明する。

使用者 は、ハ ン ドル部 2 0 を握 り、第 2 電極 2 2 に手 を接触 させ、次いで

、へ ッ ド部 1 0 を口腔 内に挿入 して、用毛 1 3 a の先端 にて露出 した芯部 1

3 c を口腔 内組織 （歯面、歯間等）に接触 させる。 これによ り、 口腔 内組織

と芯部 1 3 c とを電気的に導通 させて、電池 A の一方の極、第 1 端子 2 3 、

配線 2 5 、第 2 電極 2 2 、使用者の手、身体、 口腔 内組織、用毛 1 3 a の芯



部 1 3 c 、導電体 1 2 、第 2 端子 2 4 、電池の他方の極という経路で電流を

流す。そして、歯面や歯間をプラッシングして洗浄する。なお、電流の向き

は、目的とする効果や、後述するように口腔内用の有効成分を使用する場合

にはその種類に応じて適宜選択すればよい。

口腔内用イオンブラシ 1の使用時には、体内に数 A 〜数十 程度の微

弱な電流が流れると考えられるが、安全上の問題は生じない。むしろ、歯茎

に微弱な電流が流れるため、歯茎の血行を促進でき、歯茎組織の活性化作用

を奏する。

[0022] 口腔内用イオンブラシ 1で口腔内を洗浄する際には、口腔内洗浄用の有効

成分を使用してもよい。ここで、有効成分としては、歯質強化成分、殺菌成

分、抗炎症成分、抗酸化成分等が挙げられ、口腔内でイオン化する有効成分

が好ましく使用される。口腔内用イオンブラシ 1 による口腔内の洗浄では、

口腔内に電流を流すため、イオン化する有効成分を用いれば、電気泳動の原

理を利用して目標部位に容易に浸透させることができる。

[0023] 歯質強化成分としては、フッ化ナトリウム、モノフル才ロリン酸ナ卜リウ

厶、フッ化スズ等のフッ素化合物が挙げられる。

殺菌成分としては、第4 級アンモニゥ厶塩系殺菌剤の塩化セチルピリジゥ

厶、塩化ベンザルコニゥ厶、塩化べンゼトニゥ厶、塩化デカリニゥ厶、ビグ

ァナイド系殺菌剤のダルコン酸クロルへキシジン等が挙げられる。

抗炎症成分としては、 トラネキサム酸、ィプシロンカブロン酸、 _ ダリ

チルリチン酸、グリチルリチン酸ジカリゥ厶等が挙げられる。

抗酸化成分としては、ァスコルビン酸、リン酸ァスコルビルマグネシウム

等のビタミンC誘導体が挙げられる。

[0024] 本実施形態の口腔内用ィ才ンブラシ 1では、用毛 1 3 a の芯部 1 3 c が被

覆部 1 3 d によって被覆されているため、被覆部で被覆された部分は絶縁化

されている。また、用毛 1 3 a の毛先においては、端面 1 3 b における芯部

3 c が露出しており、この露出した部分が、口腔内側の電極 （第 1電極）

となっている。そのため、口腔内において、用毛 1 3 a の端面 1 3 b が接触



する部分のみに電流 を流す ことがで きる。

したが って、 口腔 内用イオ ンブラシ 1 の使用時には、 目標部位以外の部位

に電流が流れに くく、電気の使用効率が高い。

また、 目標部位以外の部位 に電流が流れに くいか ら、 口腔 内の洗浄 に際 し

てイオ ン化可能な有効成分 を使用する場合 には、有効成分 を口腔 内の 目標部

位 に効率的に浸透 させることがで きる。

(他 の実施形態）

なお、本発明は上記実施形態 に限定されない。

歯 ブラシ植毛部の毛切 り形状 （外観形状）は、単一平面状でな くてもよ く

、 山切 り形状であ ってもよい し、凹凸形状であ ってもよい。 また、植毛部の

外側 と内側 とで形状が異な つてもよい。

また、用毛の先端面 (即 ち、毛先）と毛先 とは反対側 に位置する基端面 とで形

状が異な ってもよ く、例 えば、図 6 に示すように、用毛 1 3 a の先端形状が

テ一パ一状で、芯部 1 3 c と被覆部 1 3 d とによ り構成 された用毛であ って

もよい。用毛 1 3 a の先端形状がテ一パ一状である場合 には、歯間の洗浄 に

適 している。 また、用毛の先端形状 は、ヘ ラ状、 スク レイパ一状、球状等で

あ ってもよい。

用毛の長手方向に垂直な断面形状 は、 円形 に限 らず、楕 円形 ；三角形、四

角形等の多角形 ；星形等であ ってもよい し、三つ葉型、四つ葉型等直線同士

、曲線同士、 さ らには直線 と曲線 を組み合わせた形状であ ってもよい。

ヘ ッ ド部 における毛束の配列は、格子配列である必要はな く、千鳥配列や

非対称な配列、 その他 どのような配列でもよい。ヘ ッ ド部の長手方向の軸線

に対 して毛束の配列が対称である必要 もない。

また、用毛は、芯鞘構造の用毛でな くてもよ く、例 えば、複数本のフイラ

メン 卜か らなる芯部が絶縁部 によ り被覆 された、断面が海島構造の用毛であ

つてもよい。用毛が、複数本の フ ィラ メ ン トか らなる芯部 を備 える形態の一

例 と して、図 7 に、 3 本のフィラメン 卜1 3 e か らなる芯部 1 3 c と、前記

芯部 1 3 c の周面 を被覆する被覆部 1 3 d とを備 える用毛を示す。芯部 1 3



c が複数本のフィラメン トからなる場合であつても、被覆部 1 3 d により用

毛 1 3 a の周面が絶縁化されているため、上記実施形態と同様の効果を奏す

る。

[0026] また、ハ ン ドル部本体は円筒状、すなわち、長手方向に垂直な断面が円形

でなくてもよく、例えば、楕円形であってもよいし、断面が多角形 （三角形

、四角形、五角形、六角形等）であってもよい。

また、第 2 電極は、ハ ン ドル部本体 2 1 の基端側に設けられていなくても

よく、口腔内用イオン歯ブラシ使用時に使用者の手が接触する部分であれば

特に制限はされない。

また、導電体および第 2 電極の形状によっては、第 1端子、第 2 端子およ

び配線を省略 してもよい。

また、電源として、電池の代わりに外部電源を用いても構わない。

外部電源としては、大容量の電池を外部に設け、接続線等で口腔内イオンプ

ラシへ電源供給 してもよいし、家庭用A C 電源を、抵抗器を用いて 1 . 5 V

~ 1 2 V に降圧 して用いてもよい。

[0027] また、本発明の口腔内用イオンブラシは歯ブラシ型でなくてもよく、歯間

ブラシ型でもよい。歯間ブラシ型イオンブラシは、例えば、以下の製造方法

で製造される。

すなわち、まず、折り返 したワイヤに芯部を形成する導電性のフィラメン

卜を挟み込むと共に、ワイヤを捻 り合わせて、導電性のフィラメン トを固定

した後、全体を非導電性物質でコーティングする。これにより、導電性フィ

ラメン 卜からなる芯部の外側に被覆部を形成 した用毛を得ると共にへッド部

を形成する。この時点では、芯部の先端は露出していないので、用毛の先端

を切断 して芯部を露出させて第 1電極を形成する。次いで、射出成形による

インサ一 卜成形により、ハン ドル部を成形すると共にワイヤの基端をハン ド

ル部に接続する。その後、第 2 電極、第 1端子および第 2 端子を取り付けて

、歯間ブラシ型イオンブラシを得る。

産業上の利用可能性



本発明の口腔 内用イオ ンブラシは、電気の使用効率が高 く、 また、 イオ ン

化可能な有効成分 を用いる場合 には、有効成分 を口腔 内の 目標部位 に効率的

に浸透 させることがで きるので、産業上極めて有用である。

符号の説明

1 口腔 内用イオ ンプ

1 0 へ ッ ド部

1 1 へ ッ ド部本体

1 1 a 植毛面

1 2 導電体

1 3 毛束

1 3 a 用毛

1 3 b き面

1 3 c 芯部

1 3 被覆部

2 0 ハ ン ドル 部

2 1 ハ ン ドル 部本体

2 2 第 2 電極

2 3 弟 而子

2 4 第 2 端子

2 5 配線

2 6 第 1 電極

A 電池 （電源）



請求の範囲

[ 請求項 1] 導電性の芯部 と前記芯部の周面 を被覆する非導電性の被覆部 とを備

える用毛が植設 されたへ ッ ド部 と、前記へ ッ ド部 に延設 されたハ ン ド

ル部 とを備 え、

前記芯部 は電源 に接続 され、

前記用毛の先端 には、前記芯部が露出 した第 1 電極 が形成 され、前

記ハ ン ドル部 には、電源が接続 された第 2 電極 が露出 して形成 されて

いる口腔 内用イオ ンプラシ。
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ΓΡ 」国際出願 日前で、かつ優先権の主張の基礎 となる出願 Γ& 」同一パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調査 を完了 した 日 国際調査報告の発送 日
2 9 . 0 2 0 1 3 2 . 0 2 . 2 0 1 3

国際調査機 関の名称及びあて先 特許庁審査官 （権限のある職員） 3 R 4 4 8 7

日本 国特許庁 （I S A J Ρ ) 大瀬 円
郵便番号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代 田区霞が関三 丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 3 8 6

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ージ） （2 0 0 9 年 7 月）
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